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自治体の事例

上水道分野で技術協力

　横浜市は2011年10月、国際協力機構

（JICA）と包括的連携協定を地方自治

体として初めて締結した。JICAとの連

携を強化することで、従来から実施し

ている開発途上国の研修員受け入れ、

日本人専門家派遣を通じた技術協力を

より効率的・効果的に行い、国際都市

としての役割を積極的に果たすことを

目的としている。

　とりわけ定評があるのは水道分野の

協力で、現在、JICAの技術協力として

ベトナム「中部地域都市上水道事業体

能力開発」（10～13年度）を実施中。同

市水道局は1973年にアフガニスタンに

専門家を派遣して以来、アジア・アフ

リカなど29カ国に職員210人を派遣。ま

た、87年に独自に海外研修員事業を開

始し、03年以降はJICAなど国際関係機

関との連携協力事業に発展させており、

11年度までに31カ国373人（他機関依頼

の短期案件などを含めると2,200人以上）

を受け入れてきた。

　08年５月の第４回アフリカ開発会議

（TICAD IV）の横浜開催を契機に、

JICA横浜国際センターと連携して「ア

フリカ地域都市上水道技術者養成研修」

を実施しており、11年度はエリトリア、

シエラレオネ、スーダンなど５カ国９

人が研修を受けた。来年６月に再び横

浜でTICAD Vが開かれる予定で、さら

なるアフリカ関与が期待される。

　他方、水道事業の経営基盤強化を目

的として、同市水道局は100％出資の株

式会社「横浜ウォーター」を10年７月

に設立した。同社はJICAのフィリピン

「メトロセブ水道区水道事業運営・管

理技術支援プロジェクト」（11～12年度）

で、事業運営改善に向けて水道局と連

携しながら現地指導・研修員受け入れ

を行うなど、公民連携による新たな技

術支援を実施。自治体として取り組ん

できた技術協力の実績を“水ビジネス”

に結び付けている。

横浜市、ＪＩＣＡとの連携強化

アフリカの水道技術者に対する漏水調査の研修
＝横浜市水道局提供

大学の事例

大学初のJICA連携協力協定

　国内唯一の畜産系単科大学である帯

広畜産大学のJICAとのかかわりは古く、

1968年の青年海外協力隊への学生派遣

にさかのぼる。そして2005年には本邦

大学初となるJICAとの連携協力協定を

締結するなど、「世界の畜産衛生フィー

ルドで活躍できる国際専門職業人（帯

畜大型グローバル人材）」の育成に向け、

さまざまな取り組みを行っている。

　学生育成のための青年海外協力隊員

派遣はこれまで240人以上、技術協力プ

ロジェクトにJICA専門家として参加し

た教員・卒業生は240人以上を数える。

またJICA集団研修コースでは、1987年

から2012年にかけて、世界各地から452

人の研修生を受け入れ、獣疫対策や畜

産振興などの専門家の育成を行っている。

　こうした実習面での連携に加え、大

学院では「国際協力特別選抜制度」を

実施している。これは、青年海外協力

隊などの国際協力の実務経験者を対象に、

獣医・農畜産分野の専門知識・技術を

提供するため修士課程・博士前期課程

に受け入れる入試選抜制度だが、JICA

集団研修コース実施で大学に納付され

た講師謝金の一部をもとに、入学者に

は月額５万円の奨学金が貸与される。

そのほか、JICA職員による特別講義な

ども開催されている。

　さらに同学のすぐ近くに立地する

JICA北海道（帯広）とは、国際協力人

材の育成などの一層の推進を図るため

の覚書を2004年に調印し、現在は学生

インターンも受け入れてもらっている。

　なお2010年には、国際協力銀行の

ODA部門を統合した新JICAとも改め

て連携協定を結んだ。そして2011年には、

国際人材育成をより進展させるため、「帯

広－JICA協力隊連携事業」合意書を締

結し、本邦初となる長期と短期を組み

合わせた青年海外協力隊員派遣プログ

ラムを実施するなど、これからの国際

協力を担う大学のモデルとして、さら

なる取り組みが期待される。

帯広畜産大学、グローバル人材育成を促進

パラグアイに派遣された学生たち＝帯広畜産大提供

経済団体の事例

国際ビジネス推進室を新設

　九州・山口・沖縄の約900社に上る会

員企業のネットワークを構築する（社）

九州経済連合会は、人口減少などによ

る内需縮小が見込まれる同地域に成長

著しいアジア諸国の活力を取り込むため、

これまでアジア数カ国の政府・経済団

体とMOU（了解覚書）の締結などの取

り組みを続けてきた。そしてこの７月、

企業の海外進出支援の一層の強化のため、

「国際ビジネス推進室」を立ち上げた。

　「国際ビジネス推進室」では、企業

同士の連携やトップセールスのさらな

る強化のほか、従来はセミナーや商談

会など「入口支援」が中心だったが、「国

際ビジネス推進室」では、契約締結に

至る「出口までの支援」にも注力し、

プロジェクトごとに個別企業の要請に

柔軟に対応しながら成功事例の積み上

げを狙う。

　主な取り組みとしては、①現地パー

トナー企業や海外工業団地の紹介、②

分量が少ないため企業単独では輸出が

難しい商品を他の商品と混載すること

による九州ブランド産品の輸出支援、

③トップセールスや国の助成制度の活

用による海外インフラ整備事業などへ

の企業進出支援、の３つとなる。

　「国際ビジネス推進室」は会員・非

会員を問わず幅広く対応し、発足から

２カ月を経過した時点で約40件の相談・

支援案件を受け付けている。その中には、

インドでのBOPビジネスに関する相談

なども含まれているという。

　JICAは「国際ビジネス推進室」の立

上げに協力したほか、設立後も評価委

員会に参加している。同室は、評価委

員会の知見などを参考に、支援要請の

あったプロジェクトから優先すべきも

のを選定し、企業に対し実践的なサポ

ートを行う。加えて、JICAセミナーの

共催などの連携を通じて九州企業に海

外進出を呼び掛けている。

　国際ビジネス推進室による今後の九

州企業の海外展開促進が期待される。

九州経済連合会、企業の海外進出支援の強化

「国際ビジネス推進室」開設式典＝九経連提供

企業の事例

ナイジェリアでBOP連携

　中古車解体・部品輸出を手がける会

宝産業（株）（金沢市）は2012年２月、

JICAの協力準備調査事業（BOPビジネ

ス連携促進）をスタートさせた。ナイ

ジェリアで使用済み自動車解体工場の

設立を目指すもので、日本の優れた自

動車リサイクル技術を活用したビジネ

スモデルを確立。これを基に、他地域

にも展開したい考えだ。

　会宝産業は年約１万4,000台の使用済

み自動車を解体し、このうち１万台分

のエンジン部品と、同業者から回収し

た部品２万台分を海外に輸出している。

ナイジェリアに加えタイやシンガポール、

ケニア、ガーナの５カ国に合弁会社を

置き、取引先は69カ国に及ぶ。

　一定の品質水準を維持するため中古

部品に関する独自規格や在庫管理シス

テムを策定。NPO法人「RUMアライア

ンス」を立ち上げ、自社内に設置した

研修施設で他社を含めた技術者の育成

にも積極的に取り組んでいる。

　センターでは同法人主催の国際会議

などを通じて同社の取り組みを知った

JICA北陸の求めに応じ、途上国の研修

員も受け入れている。10年２月にはメ

キシコ、ブラジルなど中南米４カ国か

ら訪れた14人に３週間の研修を実施した。

12年３月にもナイジェリアからの研修

を受け入れている。ナイジェリアの研

修員には同国の政府、企業のほか、同

社の現地合弁会社のスタッフも含まれ、

JICAと進めている同国での事業展開を

担ってもらうことを期待する。

　今年６月に開催された「国連持続可

能な開発会議（リオ＋20）」サイドイベ

ントでは近藤典彦社長が自動車リサイ

クルの重要性についてスピーチ。ブラ

ジル側の関心も高く、合弁会社の設置

など同国での展開にも結び付きそうだ。

　同社総務部の桜井茂宏部長は「途上

国のリサイクル技術やシステムは未整備。

日本の優れた技術・システムを世界の

スタンダードにしたい」と語った。

会宝産業、リサイクル技術を展開

日本の優れた技術・システムを世界に＝会宝産業提供

JICA特集3 全国の取り組み




